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	１
	適用範囲


　株式会社＊＊＊＊＊の環境マネジメントシステム（以下ＥＭＳと記す）の適用範囲は４.１一般事項に記す。

	２
	引用規格


　

　　　　　国際標準規格　ＩＳＯ１４００１：２００４

　　　　　日本工業規格　ＪＩＳ１４００１：２００４

	３
	用語及び定義


1） ＪＩＳ１４００１：２００４にて定義したもの

2） 当社固有：①ＥＭＳ：環境マネジメントシステム

　　　　　　　　他はなし

	４
	要求事項

	４.１
	一般事項


環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の適用範囲

　当社は東京本社、大阪及び福岡支社で働く社員、協力員による日常の事業活動“ＯＡ機器販売業務、輸送、据付サービス” を対象としたＩＳＯ１４００１：２００４（JIS　Q１４００１：２００４）の規格要求に基づくＥＭＳを確立し、実施し、維持及び継続的に改善するための組織的な管理活動に適用するため、環境管理責任者、担当者を定め、並びに組織員全員がこのマニュアル及び関連する文書により運営する。

１　ＥＭＳ適用事業所　東京本社：＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊（所有社屋）
　　　　　　　　　　　大阪支社：＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊（テナント入居）

　　　　　　　　　　　福岡支社：＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊（テナント入居）
２　事業内容、規模は会社案内による。

３　ＥＭＳ適用除外対象：東京本社敷地内の貸し店舗の設備と業務。


	４.２
	環境方針


㈱＊＊＊＊はOA機器販売及び据付、メインテナンス業務を通じて社会に貢献することを念頭に、環境方針を制定します。

§§§§§§§§§§

１　環境目的、目標

　　①　環境配慮製品の拡販
　　②　事業遂行により地球温暖化防止（省エネ）に努める
　　③　残資材の再利用、廃棄物の削減に努める

　１）　環境目標は関係する部門ごとに規準年値に対する比を定め設定する。

　２）　環境目的、目標は年初に設定し、この方針を含め適　宜フォローし、年度末にレビューし次年度に反映する。
２　事業遂行及び、このシステムの継続的改善により環境汚染の予防に努める。

３　環境側面に関係する法的要求事項及び当社が同意するその他の要求事項の自主基準を策定し、管理し、順守する。

４　社員、協力員はあらかじめ周知されたこの環境マネジメントシステムに基づき行動する。

５　本方針は文書化し一般の人々に開示する。

平成１７年４月１日


　　　　　　　　環境経営責任者　　環境　　太郎


	４.３
	計画

	４.３.１
	環境側面


　活動、製品及びサービスの、直接管理できる環境側面及び影響を与えること
ができる環境側面を特定し、環境影響評価を実施し、当社の事業活動における

著しい環境側面を決定する。

　手順；

①活動、製品及び関連するサービス業務にかかわるものの“環境”との関係を

調査、状況を整理し環境側面（通常・立ち上/下げ・緊急時）を特定する。

②関連する法令、条例、その他の要求事項に対する事業者、市民としての責

務、行動指針の有無などの調査、情報を整理。

③上記①、②調査内容から事業規模に見合った自主基準を設定し、著しい環境

　側面を選び決定する。

　　これらは、事業及び取扱製品の新規計画、実施、変更などに対応するため随時最新化し、環境側面一覧表に反映する。

「環境側面、著しい環境側面一覧表」を付表に、手順詳細は「環境側面規定書

＊３１」に定める。

	４.３.２
	法的及びその他の要求事項


　当社の環境側面に関係する法的要求事項及び当社が同意するその他の要求事項を特定し、これら要求事項をどのように適用するかを決定する。

　これらを確実に考慮する手順、実施、維持のための方法は「法令規定書＊３２」に定める。

　「特定した法令、条例、その他の要求事項一覧」を付表に示す。


	４.３.３
	目的、目標及び実施計画


環境方針で掲げた環境目的に対応した環境目標は、社内の関連する部門で目
標の達成状況がわかる規準年度値に対する達成比、またはそれに替わるものを

定め、実施計画書上に作成し、実施、維持する。

　各部門では、実施計画書上で環境目的に対応する目標の環境側面の細分化を

行い個別管理をしてもよい。
　目標の設定、実施計画書及びそのレビュー、策定基準並びに様式は　

　「目標、実施計画設定規定書＊３３」に定める。

　「実施計画書」を付表とする。

	４.４
	実施及び運用

	４.４.１
	資源、役割、責任及び権限


効果的な“環境パフォーマンス”を発揮するＥＭＳのために、環境担当責任者（トップマネジメント）より委任された環境管理責任者は、組織体制、資源を準備し、システムの確立、実施、維持をする。その結果を環境担当責任者が環境方針で約束した事業遂行のためのレビューとシステム改善のための資料を

「４.６マネジメントレビュー」として報告する。

「組織体制図」を付表として添付する。

組織図に基づいた役割、責任、権限を「資源、役割、責任、権限規定書＊４１」 に記載する。


	４.４.２
	力量、教育訓練及び自覚


１）　【４.３.１】で特定された著しい環境影響の原因となる可能性をもつ作業を実施する社員、協力員すべての人が、適切な教育、訓練又は経験に基づく力量をもつことを確実にする。

２）・１）に該当する人達が確実な力量をもつため、環境側面、ＥＭＳに関する教育、訓練はあらかじめ準備されている社内資料、または社外の機関により実施する。

　 ・１）の力量の判断は環境管理責任者に委託された部門技術員及び内部監

　　査員、または外部の専門家により行う。

３）　就労するすべての社員、協力員には１）、２）とは別に下記を自覚させるためのＥＭＳ一般教育として、社内資料による教育を実施する。

　ａ）　環境方針及び手順並びにＥＭＳの要求事項に適合することの重要性

　ｂ）　自分の仕事に伴う著しい環境側面及び関係する顕在又は潜在の環境影響、並びに各人の作業改善による環境上の利点

　ｃ）　ＥＭＳの要求事項との適合を達成するための役割及び責任

　ｄ）　規定された手順から逸脱した際に予想される結果
　関係する各部門では、力量、教育訓練及び自覚の確認記録を保持する。

　詳細は、「力量、教育訓練規定＊４２」に定める。

	４.４.３
	コミュニケーション


　　社内部門間におけるコミュニケーション及び外部の利害関係者とのコミュ
　ニケーションについて下記定める。

　①　 EMSに関する社内コミュニケーションは、当事者間の直接接触、mail、

　　　部門間の通達などにより実行し、当事者が手順を定めた「コミュニケーション規定＊４３」に照らし、EMS運営上、対応、記録を必要とするものは議事録、mailのCC、通達の写しなどをEMS運営部門に送付、管理する。

2 EMSに関する外部コミュニケーションは、受付部門が「コミュニケーシ

　　ョン規定＊４３」 に明記された処理フローにより、受付、指定様式文書

　　を発行、関係者の判断を仰ぎ処理する。

　この外部コミュニケーションは、上位関連規則がある場合はその規則に従っ

た処理とする。

	４.４.４
	文書類


ＥＭＳに関する文書類の階層を下記する。
　文書類の項目番号など採番は、規格の要求事項がわかる方法とする。

	０
	（上位関連規則類）
	（親会社規則等がある場合）

	１
	環境方針を含む
ＥＭＳマニュアル
	ＥＭＳの主要な要素、相互作用がわかる手引書

	２
	規定書類
	策定、確立、手順等を定める書類及び評価基準類

	３
	運用手順、その他関係文書
	環境側面に関連する作業手順
外部からの関係文書など

	４
	ＥＭＳに関する記録類
	記録類


上記ＥＭＳマニュアルには、規格の要求事項　「４.４.４　ｃ）」　＜主要な要素＞の説明のために①環境側面、著しい環境側面一覧表　②特定した法令、条例、その他の要求事項一覧（適用マーク付き）　③実施計画書　④組織体制図を付表とする。また、＜それらの相互作用＞がわかる文章とする。

　なお規定、基準書など関連する文書への参照は、閲覧できる場所にファイルを置くか、デジタル化しＥＭＳマニュアル文中に識別されているリンク機能を使用し容易に閲覧できる方法とする。

　EMSマニュアル、規定書類はやむを得ない文書を除きあらかじめ指定されたパソコンまたはサーバーの特定領域に登録された電子文書を原本とし、管理する。

	４.４.５
	文書管理


1） EMSに関する文書は下記により起案、審査、承認し管理する。


２）　文書は発行前に審査、承認される。また発行後も必要時に新制、更新、再審査、承認を経て再発行する。
３）　文書は、社内用EMSホームページ又はEMSサーバーに掲載することで発行、配付扱いとする。

４）　旧文書（廃止する文書）は新文書と差し替えることで閲覧不可とする。

５）　文書には、変更又は改訂されたものの識別と発行日があり、確認等、参考のためのコピー出力したものが最新であるかの識別が可能である。

６）　記録は「４.５.４」に従い管理する。

7） 詳細手順、実施、維持は「環境文書管理規定書＊４５」による。


	４.４.６
	運用管理


　　方針、目的、目標で定められた“著しい環境側面”に関する対象（活動、製品、サービス）の運用管理業務は、環境目的及び目標を達成させるために必要な行為、対策の手順を文書化し、実施、維持する。

1） 作成された運用管理業務文書は【４.３.１】で特定した「環境側面、著し

　　い環境側面一覧表」との整合を確認する。
　２）運用管理業務は、法的要求事項及びその他の要求事項があるものはそれ

　　に従い、社独自のものは自主管理基準を定める。

　３）運用管理業務に関して、仕入先、協力会社に適用できる製品、業務についてはＥＭＳに定める要求事項を伝達する。

　４）「運用管理業務手順書作成規定＊４６」はEMS担当部門が作成し、運用管理業務手順書は当該部門が作成する。
	４.４.７
	緊急事態への準備及び対応


　１）　著しい環境側面をもつ運用対象において環境に影響を与える可能性の
　　　ある潜在的な緊急事態及び事故を特定するための、また、それらにどのようにして対応するかの手順を確立し、実施し、維持する。
　２）　顕在した緊急事態や事故に対応し、それらに伴う有害な環境影響を予防又は緩和する。
　３）　緊急事態への準備及び対応手順を、定期的に、また特に事故又は緊急

　　　事態の発生の後には、レビューし、必要に応じて改定する。

　４）　実施可能な場合には、そのような手順を定期的にテストする。

　　これらは、運用対象により個別対応が必要であり「４.３.１」で特定した

　「環境側面、著しい環境側面一覧表」と、「４.３.２」で特定した「法令、条

　例、その他の要求事項一覧」を基に、潜在的な緊急事態が想定できるものについて、その手順等を「緊急事態対応規定書＊４７-１～ｎ注１」を作成する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注１；ｎは運用対象により異なる

	４.５
	点検

	４.５.１
	監視及び測定


１）　著しい環境影響が発生する可能性のある運用の鍵となる特性を定常的に監視及び測定するため手順を確立し、実施し、維持する。

２）　この手順として、環境パフォーマンス及びそれに適用した運用管理、並びに環境目的及び目標との適合を監視するために

①　法的要求の監視及び測定は指定の様式と、その関連データ表を使用する。

②　当社独自のものは【４.３.３】で作成した実施計画書を“兼報告書”として使用、または関連する別帳票又は監視見回りノート等を利用してもよい。

　　この①、②は【４.５.４】に従い管理する。

３）　これら監視及び測定機器は、校正された又は検証されたものを維持使用

　　する。

４）　また、これらの記録を保持する。

　詳細を「監視及び測定規定書＊５１」に定める。

	４.５.２
	順守評価

	
	４.５.２.１　　法的要求事項の順守

	
	４.５.２.２　　同意するその他の要求事項


１）　環境方針で約束した＜環境側面に関係する法的要求事項及び当社が同意
　　するその他の要求事項の自主基準を策定し、管理し、順守する＞ために、

　　「法令順守評価規定書＊５２」の中で、評価手順、自主基準を策定する。

２）　自主基準値は、法的規制のあるものについては、精度管理を考慮しでき

る範囲内で安全側に設定、当社が同意するその他の要求事項については

要求の内容を事業的、技術的に検討し、その要求に沿う値に設定をする。

３）　順守評価値と自主基準値と評価結果判定は「特定した法令、条例、その

他の要求事項一覧  」に反映する

４）　順守評価は通常一回一年とし、法改定、その他の要求の内容により緊急

性がある場合は随時変更、評価を行う。

５）　評価、対応の時期が遅れないために、法令、その他の要求の状況変化の

調査を二回一年以上実施する。

6） 詳細は「法令順守評価規定書＊５２」に定める。

	４.５.３
	不適合並びに是正及び予防処置


１）　ＥＭＳ運営で、顕在及び潜在の不適合に対応するための並びに是正処置及び予防処置をとるため下記手順を確立し、実施し、維持する。

　ａ）　不適合を特定し、修正し、それらの環境影響を緩和するための処置をとる

　ｂ）　不適合を調査し、原因を特定し、再発を防ぐための処置をとる

　ｃ）　不適合を予防するための処置の必要性を評価し、発生を防ぐために立案された適切な処置を実施する

　ｄ）　とられた是正処置及び予防処置の結果を記録する

　ｅ）　とられた是正処置及び予防処置の有効性をレビューする
２）　とられた処置は問題の大きさ、及び生じた環境影響に見合ったものである。

３）　上記に関しては、いかなる必要な変更もこのマニュアルまたは規定書に確実に反映する。

４）　詳細は「是正処置規定書＊５３」　に定める。


	４.５.４
	記録の管理


１）　ＥＭＳ及びこのマニュアルの要求事項への適合並びに達成した結果を実証するために必要な記録を作成し、維持する。

２）　記録の識別、保管、保護、検索、保管期間及び廃棄についての手順を確立し、実施し、維持する。

３）　記録は読みやすく、識別可能で追跡可能な状態を保つ。

４）　様式のあるものは様式に記入、様式なしは、自由に作成してよいが、上記２）の項目を含め「記録管理規定書＊５４」に従う。


	４.５.５
	内部監査


１）　ＥＭＳを運営するために、あらかじめ定めた間隔でＥＭＳの内部監査を確実に実施する。

２）　ＥＭＳがこのマニュアルの要求事項を含めて、当社の環境マネジメントのために計画された取り決め事項に適合しているかを確認する。

３）　内部監査が適切に実施されて、維持されているかを確認する。

４）　監査の結果に関する情報を経営層に提供する。

５）　監査プログラムは、環境上の重要性及び前回までの監査の結果を考慮に

　　入れて、計画、策定、実施し維持する。

６）　監査の計画及び実施、結果の報告、並びにこれに伴う記録の保持に関す

　　る責任及び要求事項の手順を確立、実施、維持する。

７）　監査基準、適用範囲、頻度及び方法の決定手順の確立、実施、維持する。

８）　監査員の選定及び監査の実施においては、監査プロセスの客観性及び公

　　平性を確保する。

９）　詳細は「内部監査規定書＊５５」に定める。

	４.６
	マネジメントレビュー


マネジメントレビューは、年度末に実施し、その記録を「レビュー会議録」として下記項目をまとめ環境経営責任者に報告しレビューする。

記載項目

　ａ）　①内部監査結果まとめ表　②順守評価結果まとめ表

ｂ）　外部コミュニケーション状況まとめ表（例：グリーン調達要求など）

ｃ）　環境パフォーマンス（環境側面の管理状況結果）

ｄ）　目的、目標の達成程度を表す表

ｅ）　是正処置、予防処置が発生した場合はその結果、処置のまとめ表

ｆ）　前回レビューにおける課題事項の整理、処置の報告

ｇ）　組織に関係するEMS関連の法令新設、改定、取引会社、親組織などの要求の変化（例：「新法“景観法”（平１６年）」が関係することが分かった」「組織がCSR注１　

実施を開始した」「取引先のグリーン調達」要求など、特に条例を注視）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注1；CSR：企業の社会的責任

ｈ）　環境経営責任者の決断を仰ぐため具体的な内容

指示事項

上記結論を環境経営責任者より、継続的改善に向け方針内容、上記内

容検討を含め指示を受ける。

付表　　

付表１　【４.３.１】　　　　　　　　　　　別添―１

付表２　【４.３.２】　　　　　　　　　　　別添―２

付表３　【４.３.３】　　　　　　　　　　　別添―３

付表４　【４.４.１】下記
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改訂来歴

改訂管理表

	改訂番号
	改訂年月日
	改訂箇所
	改訂概要
	承認
	審査
	作成

	０
	－
	2005.４.１
	初版発行
	＊＊＊＊
	＊＊＊
	＊＊＊＊

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


文書名





起案、管理元





審査





承認





環境方針





環境管理責任者


及びEMS担当





環境経営委員会





環境経営責任者





EMSマニュアル





EMS担当





環境管理責任者





環境管理責任者





記録類





当該部門で定めた担当者





当該部門で定めた管理者





当該部門で定めた管理者





関連する外部文書類





当該部門及びEMS担当





当該部門又は環境管理責任者





当該部門又は環境管理責任者





EMS規定書（基準）類及び付表類





EMS担当





環境管理責任者





環境管理責任者





目標対象の環境側面に関連する運用及び業務手順とその基準等





当該部門及び関連委員会並びにEMS担当





環境管理責任者





環境管理責任者





内部監査関連情報





内部監査委員会





監査委員長





環境経営責任者





マネジメントレビュー記録





環境管理責任者


及びEMS担当





環境経営委員会





環境経営責任者





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





環境経営委員会


ア　＊＊＊＊


イ　＊＊＊＊





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ








目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





目次へ





環境経営責任者


環境　太郎





目次へ





内部監査員会


委員長　＊＊＊＊


部門Ａ　＊＊＊＊


部門Ｂ　＊＊＊＊


・・


部門ｎ　＊＊＊＊





担当経営層





目次へ





　【４.４.１】付表　　組織体制図





環境管理責任者


＊＊＊＊


ＥＭＳ担当　＊＊＊＊


　　　　　　＊＊＊＊





環境製品委員会


委員長　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊





省エネ委員会


委員長　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊





廃棄物委員会


委員長　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊


委員　　＊＊＊＊





部門Ａ：





部門Ｂ：





部門C：





部門ｎ：





目次へ
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